
平成１７年７月２９日判決言渡　同日原本領収　裁判所書記官
平成１６年(ワ)第１４０１９号　特許権侵害差止等請求事件
口頭弁論終結日　平成１７年６月３日
　　　　　　　　　　　　判　　　　　　　決
　　　原告　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社スタビロ
　　　同訴訟代理人弁護士　　　　　　　　　　窪  田  英一郎
　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　柿  内  瑞  絵
　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　乾      裕  介  
　　　同補佐人弁理士　　　　　　　　　　　　相  原      正
　　　被告　　　　　　　　　　　　　　　　　ＪＦＥソルデック株式会社
　　　同訴訟代理人弁護士　　　　　　　　　　吉  原  省  三
　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　小  松      勉
　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　三  輪  拓  也
　　　　　　　　　　　　主　　　　　　　文
　１　原告の請求をいずれも棄却する。
　２　訴訟費用は原告の負担とする。
　　　　　　　　　　　　事実及び理由
第１　請求
　１　被告は，別紙物件目録記載の動揺軽減装置を製造し，又は販売してはならな
い。
　２　被告は，原告に対し，１６００万円及びこれに対する平成１６年７月１４日
から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
第２　事案の概要
　本件は，原告が，被告に対し，後記本件特許権の間接侵害に基づく後記被告装置
の製造又は販売行為の差止め，並びに本件特許権の間接侵害及び独占的通常実施権
の間接侵害の不法行為に基づく損害金及び遅延損害金の支払を求めたのに対して，
被告が，構成要件の非充足及び進歩性欠如の無効理由等を主張して争った事案であ
る。
　１　前提事実
　(1)　当事者
　 ア　原告は，船舶の動揺軽減装置の設計及び施工を業とする株式会社であり，丙
(以下「丙」という。)は，原告の代表取締役である。
　 イ　被告は，船舶・船用艤装品等の開発，設計，制作及び施工等を業の１つとす
る株式会社である。
(以上，争いのない事実)
　(2)　本件特許権等
　 ア　本件特許権
　丙は，次の特許権につき設定登録を受けた(以下，この特許を「本件特許権」とい
い，その請求項１の発明を「本件特許発明」という。また，本件特許権に係る特許
公報掲載の明細書及び図面(甲２)を「本件明細書」という。)。
　特許番号　　　　特許第３１２５１４１号
　発明の名称　　　船舶の動揺軽減装置の制御方法
　出願日　　　　　平成１０年５月２９日
　登録日　　　　　平成１２年１１月２日
　特許請求の範囲　別紙特許公報写しの該当欄記載のとおり
(争いのない事実)
　 イ　分説
　本件特許発明を構成要件に分説すると，次のとおりである(以下，各構成要件を
「構成要件Ａⅰ」のように表記する。)。
　Ａⅰ　船体の両舷に設定した一対の少なくとも２つのウイングタンク(１２ａ，１
２ｂ)と，
　　ⅱ　これらウイングタンクの底部を連結して液体(１７)を左右方向へ移動させ
る液体通路(１３)と，
　　ⅲａ　前記の両ウイングタンク上部間に設けられる液体(１７)の制動を目的と
した遠隔駆動式のバルブ(１５)等の手段を介して連通させる空気ダクト(１４)
　　　ｂ　或いは，各々のウイングタンク(１２ａ，１２ｂ)の上部附近に設けられ
る大気へ開放可能とする遠隔駆動式のバルブ(１５)付き空気ダクト(１４)とを有
し，



　　ⅳ　更に，操舵輪部(１)からでる舵角指令情報を検知するポテンショメ－タ
(４)等の手段から出力される情報と，船速情報を取り入れ，これらの内容を解読す
ると共に制御信号を出力するコントロ－ル部(２)と，
　　ⅴ　コントロ－ル部(２)からの制御信号を基に前記バルブ(１５)を遠隔駆動さ
せる開閉機器装置部(３)とを具備した
　　ⅵ　液体(１７)の移動または停止操作を自動的に成し得る船舶の動揺軽減装置
の制御方法に於いて，
　Ｂ　船が急旋回行動をする時点の舵角指令と船速情報が，予め設定してある条件
を満たす場合は，液体(１７)を停止させない状況下に生じる液体移動による船体傾
斜の増長を事前に防止し得るよう，舵圧により船体が旋回中心外側方向へ傾斜を起
こす前に，バルブ(１５)を強制的に閉じて移動用液体(１７)を停止させる制動を，
自動的に制御させる
　Ｃ　ことを特徴とする船舶の動揺軽減装置の制御方法。
　 ウ　独占的通常実施権の許諾
　丙は，原告との間で，平成１２年１１月２日，本件特許権につき，丙を許諾者，
原告を被許諾者とする独占的通常実施許諾契約を締結した。
(弁論の全趣旨)
　 エ　本件特許権の移転
　原告は，丙との間で，本件特許権を譲り受けることを内容とする契約を締結し，
平成１６年６月１５日，その移転登録を受けた。
(争いのない事実)
　(3)　被告方法等
　 ア　被告装置
　被告は，平成１３年３月以降，業として，別紙物件目録記載の動揺軽減装置を製
造，販売している(以下，この動揺軽減装置を「被告装置」といい，動揺軽減装置の
各構成は，別紙物件説明書記載の符号とともに「被告装置コントロール部３」のよ
うに表記する。)。
(別紙物件説明書記載の動揺軽減装置の下線部については，当事者間に争いがある
が，その余は当事者間に争いがない。)
　 イ　被告方法の分説
　原告主張の被告装置を用いた船舶の動揺軽減装置の制御方法を分説すると，次の
とおりである(以下，この方法を「被告方法」といい，各構成を「被告方法Ａ’　
ⅰ」のように表記する。)。
　Ａ’ⅰ　船体の両舷に設定した一対のウイングタンク４ａ及び４ｂと，
　　　ⅱ　これらウイングタンクの底部を連結して液体８を左右方向へ移動させる
液体通路５と，
　　　ⅲ　両ウイングタンク上部間に設けられ，コントロール部３からの指令によ
って制御可能なバルブ１１を介して連通される空気ダクト６とを有し，
　　　ⅳ　更に，ポテンショメータ１３からの舵角指令信号，船速検出装置９から
出力される船速信号，及び横揺れ角検出装置１４から出力される平均横揺れ角信号
を取り入れ，これらの内容を解読すると共に制御信号を出力するコントロール部３
と，
　　　ⅴ　コントロール部３からの制御信号を基に前記バルブ１１を遠隔駆動させ
る電磁弁１２（開閉機器装置部）とを具備した
　　　ⅵ　液体８の移動または停止操作を自動的に成し得る船舶の動揺軽減装置の
制御方法において，
　Ｂ’　船が急旋回行動をする時点の舵角指令信号と船速信号が，予め設定してあ
る条件を満たし，かつ，船舶の平均横揺れ角信号の解析結果が所定閾値を下回る場
合は，液体８を停止させない状況下に生じる液体移動による船体傾斜の増長を事前
に防止し得るよう，舵圧により船体が旋回中心外側方向へ傾斜を起こす前に，バル
ブ１１を強制的に閉じて液体８を停止させる制動を，自動的に制御させる
　Ｃ’　ことを特徴とする船舶の動揺軽減装置の制御方法。
　(4)　被告方法と本件特許発明との対比
　 ア　被告方法Ａ’ⅰないしⅲは，本件特許発明の構成要件Ａⅰないしⅲａを充足
する。
　 イ　被告方法Ａ’ⅴ及びⅵは，同構成要件Ａⅴ及びⅵを充足する。
　 ウ　被告方法Ｃ’は，同構成要件Ｃを充足する。
(争いのない事実)



　２　争点
　(1)　構成要件の充足
　 ア　被告方法Ａ’ⅳは，本件特許発明の構成要件Ａⅳを充足するか。
　 イ　被告方法Ｂ’は，同構成要件Ｂを充足するか。
　(2)　無効
　 ア　本件特許権には，未完成発明又は実施可能要件欠如の無効理由が存在する
か。
　 イ　本件特許権には，進歩性欠如の無効理由が存在するか。
　(3)　間接侵害，共同不法行為，損害
　 ア　特許法１０１条３号の間接侵害の成否
　 イ　特許法１０１条４号の間接侵害の成否
　 ウ　共同不法行為
　 エ　原告の損害
　３　争点(1)ア(構成要件Ａⅳの充足)に関する当事者の主張
　(1)　原告の主張
　 ア(ｱ) 操舵輪の操作によって生じた舵角情報の電気信号への変換は，通常，操舵
輪に取り付けられたポテンショメータによって行われている。
　 (ｲ) 被告装置においても，操舵輪に取り付けられたポテンショメータが操舵輪の
操作を検知して舵角指令信号に変換している。
　 (ｳ)　上記の被告装置のポテンショメータは，本件特許発明の構成要件Ａⅳにい
う「操舵輪部(１)からでる舵角指令情報を検知するポテンショメ－タ(４)等の手
段」に該当する。
　 (ｴ) オートパイロットがオフの状態では，舵角指令信号は，操舵輪に取り付けら
れたポテンショメータからコントロール部に出力される。船舶が急旋回を行うのは
非常事態であり，このような場合には，オートパイロットはオフであるか，少なく
ともオートパイロットをオフにして手動操作に切り替えてから急旋回操作を行うの
が通常である。
　 (ｵ) 　確かに，被告装置がオートパイロットを有し，オートパイロットがオンの
状態で自動航行が行われる場合には，操舵輪に取付けられたポテンショメータを経
由せずに舵角指令信号がコントロール部に送られるという構成を有することはあり
得るが，オートパイロットからコントロール部に舵角指令信号が送られるという構
成が付加されていることは，被告装置が本件特許発明の構成要件Ａⅳを充足すると
の判断を何ら妨げるものではない。
　 イ　したがって，被告方法Ａ’ⅳは，本件特許発明の構成要件Ａⅳを充足する。
　(2) 被告の主張
　 ア(ｱ)　原告の主張アのうち，(ｱ)及び(ｲ)は認め，(ｳ)は否認する。
　本件特許発明の構成要件Ａⅳの「操舵輪部(１)からでる舵角指令情報を検知する
ポテンショメ－タ(４)等の手段から出力される情報」は，操舵輪部からの舵角指令
情報をポテンショメータ等が変換して出力する電気信号のことであり，ポテンショ
メータ等の出力する電気信号にそれ以外の情報を加えたものは含まない。
　このことは，丙が，その出願に係る特許第３４７４５５９号の願書の請求項１に
おいて，「操舵輪部(１)に操舵輪部を手動モードに切り替えて操作を行う時のみに
舵角指令情報を出力するポテンショメータ(４)等」との記載をしたことからも裏付
けられている。
　 (ｲ) 同アのうち，(ｴ)及び(ｵ)は否認する。
　被告装置が前提とするオートパイロット装置では，オートパイロット装置の内部
にポテンショメータが組み込まれているものがあるが，急速旋回を行う場合でもオ
ートパイロット装置がオフになることはない。操船者が舵輪等を動かすと，その情
報は，ポテンショメータからではなく，オートパイロット装置から，舵輪操作によ
る情報以外の情報も加えられて舵角指令信号として出力される。
　 イ　同イは否認する。
　４　争点(1)イ(構成要件Ｂの充足)に関する当事者の主張
　(1)　原告の主張
　 ア　利用発明
　被告方法は，舵角指令信号及び船速信号があらかじめ設定してある条件を満たす
ときには，ＡＲＴを非作動の状態にするという本件特許発明の技術的思想を利用し
た利用発明である。
　よって，被告方法Ｂは，本件特許発明の構成要件Ｂを充足する。



　 イ　被告９９０号特許の出願経過
　 (ｱ)　被告の有する特許第３４６０９９０号(以下「被告９９０号特許」とい
う。)の出願時の特許請求の範囲(甲６)には，船速信号と舵角指令信号とによりコン
トロール部がＡＲＴの作動／非作動の判定を行う装置に係る請求項１と，この請求
項１に従属する請求項として，平均横揺れ角があらかじめ設定した値以上である場
合には，船速信号及び舵角指令信号がＡＲＴ非作動の条件になっていても，減揺機
能を発揮させる請求項７とが記載されていたが，被告は，本件特許発明を引用例と
した拒絶理由通知（甲７）を受けて，請求項１に請求項７の構成を加えて補正し
た。
　 (ｲ)　この経過は，被告自身も，「平均横揺れ角の入力」は付加的な構成要件で
あると考えていたことを示すものである。
　 ウ　無意味な構成の付加
　ＡＲＴがその減揺効果を発揮するのは，ＡＲＴの固有周期に近い周期で船体が横
揺れする場合である。しかし，急旋回を行うと，船体が波を受ける角度が急激に変
わるため，船体の横揺れ周期も急激に変化するから，急旋回を行っている間ＡＲＴ
の動作を継続させたとしても，ＡＲＴがその減揺効果を常時発揮し続けることは不
可能であり，ＡＲＴを作動状態にしておくことにより，旋回中心外側方向への傾斜
分を上回る最大傾斜角の減少が得られるような場面が現実に生じるとは考えにく
い。
　したがって，被告方法における平均横揺れ角信号によるＡＲＴの作動／非作動の
判定は無意味なものであり，このような無意味な構成を付加しても，本件特許発明
の構成要件の充足を回避することはできない。
　(2) 被告の主張
　 ア　原告の主張ア(利用発明)は否認する。
　被告方法は，舵角信号，船速信号及び平均横揺れ角信号の３つの情報によりＡＲ
Ｔの作動／非作動を制御する方法であり，本件特許発明と動作も異なるから，本件
特許発明を利用している関係にはない。
　すなわち，ＡＲＴは，船の横揺れを軽減する効果があるところ，ＡＲＴの動作を
継続させることによって得られる最大傾斜角の減少分Ａと，旋回による外方への傾
斜分Ｂを比べて，Ａ ≧ Ｂ であれば，ＡＲＴの動作を継続した方が最大傾斜角が小
さくなるか，変らないことになる。そこで，被告方法では，舵角信号，船速信号が
ＡＲＴの動作停止の条件を満たしても，船舶の平均横揺れ角信号の解析結果が所定
閾値を下回る場合に限り，ＡＲＴを非作動としたものである。
　 イ　同イ(被告９９０号特許の出願経過)(ｱ)は認め，(ｲ)は否認する。
　被告９９０号特許の出願時の請求項７の発明は，同請求項１の発明とは技術的思
想の異なる別発明である。
　 ウ　同ウ(無意味な構成の付加)は否認する。
　「減揺タンク実船試験成績書」（乙９）には，漁業取締船の急速旋回時における
ＡＲＴの影響を調べるための試験結果が記載されているが，これによると，ＡＲＴ
を作動させておいた場合，非作動とした場合に比し，定常傾斜角の変化については
大差がなかったが，最大傾斜角については１．９９度の減少が記録された（乙９第
１６頁）。また，減揺率については，右旋回／左旋回とも，横揺れ振幅が減少して
いる様子を読み取ることができる（乙９第１７頁，１８頁の図参照）。
　したがって，平均横揺れ角信号を取り入れてＡＲＴの作動／非作動を制御する被
告方法は，本件特許発明に無意味な構成を付加したものではない。
　５　争点(2)ア(未完成発明又は実施可能要件欠如の無効理由)に関する当事者の主
張
　(1)　被告の主張
　 ア　未完成発明
　 (ｱ)　丙出願に係る特許第３４７４５５９号の早期審査に関する事情説明書(乙６
の３)には，次の記載がある。
　「航行中の船体は，出会い波や風の影響を受け船首がヨーイング（左右方向へ移
動）し，または，横方向へ移動するために針路コースから逸脱することになる。
　特に，時化の状態ではコースの逸脱が頻繁となる為，これに対応した転舵の手段
が自動的に行われている。この転舵の舵角指令と急旋回を行う時の初期の舵角指令
の内容が殆ど同じで区別がつかない。従って，荒天時の航海に於いて，単にコース
修正の為に出力された舵角指令信号を急旋回と誤り，実際には減揺効果を必要と
し，しかも，タンク内の液体が復原力に悪影響を与えていないにも係わらず，バル



ブを閉じ非作動とする，引用例－１(引用者注・後記文献(イ)，すなわち本件特許権
を意味する。)および引用例－２(引用者注・後記文献(ハ），すなわち被告９９０号
特許を意味する。)の制御方法では，ＡＲＴとして適さない欠点のある操作方法であ
ると引用例－３が指摘している。（本願発明の詳細な説明【０００６】，【０００
７】に記載している）」(乙６の３第８頁１行～１０行)
 「船の急旋回中は遠心力により，必ず旋回中心外側方向へ定常横傾斜を起こす｡　
この時，ＡＲＴの移動用液体によって発生する傾斜モーメント（遊動水）が遠心力
に加わり，船体横傾斜角度を更に大きくするという，ＡＲＴの欠点を解消せしめる
目的に関しては，本願と先行文献は同じであることを認めるが，特に文献(イ)と
(ハ)の技術では，この目的を達成することができないのである。」(乙６の３第９頁
２～６行)
　 (ｲ)　したがって，本件特許発明は，未完成発明である(特許法２９条１項柱書)
との無効理由を有するから，その行使をすることができない。
　 イ　実施可能要件欠如
　 (ｱ)　本件特許発明は，「船が急旋回行動をする時点の舵角指令と船速情報が，
予め設定してある条件を満たす場合」にＡＲＴを非作動とする制御方法に関するも
のであるが，本件特許発明Ｂの「予め設定してある条件」については，本件明細書
中に記載がない。
　 (ｲ)　したがって，本件特許権は，実施可能要件(特許法３６条４項(特許法等の
一部を改正する法律(平成１４年法律第２４号)１条による改正前のもの))を欠く無
効理由を有するから，その行使をすることができない。
　(2) 原告の主張
　 ア　未完成発明
　 (ｱ)　被告の主張ア(ｱ)(事情説明書の記載)は認めるが，同(ｲ)(未完成発明)は否
認する。
　 (ｲ)　同早期審査に関する事情説明書の記載は，本件特許発明の問題点を「目的
を達成することができない」という表現を用いて指摘したものにすぎず，本件特許
発明が実施できないものであることを認めたものではない。
　 イ　実施可能要件欠如
　 (ｱ)　同イ(ｱ)(条件の不記載)は認め，同(ｲ)(実施可能要件欠如)は否認する。
　 (ｲ)　当業者であれば，「船体が旋回中心外側方向へ傾斜を起こす前に」バルブ
を閉じるように，適当と考えられる任意の条件を選択することができるから，「予
め設定してある条件」は，実施可能要件を充足している。
　６　争点(2)イ(進歩性欠如の無効理由)に関する当事者の主張
　(1)　被告の主張
　 ア　引用例１
　 (ｱ)　被告は，平成６年，海上保安庁に対し，ＡＲＴを搭載した大型巡視船「く
だか」を納入したが，その際に交付した同年９月２８日付け「減揺水槽取扱い説明
書」(乙４)には，次の記載がある(以下「引用例１」という。)。
「NKK DESIGN & ENGINEERING CORPORATION　　海上保安庁　大型巡視船　くだか　
DATE OF DWG. '94,Sep,28」(１頁)
「Ⅲ　減揺水槽主要目等
　１)水槽型式　　　　ＮＫＫ式Ｕ字管型
　２)水槽容積　　　　68.00Ｍ３ 

　３)水槽設備位置　　曳航装置室両舷(F120～F127）」(４頁１～４行)
「Ⅳ　減揺水槽使用上の注意事項
　２)減用水槽はエアーバルブの開閉により，作動又は非作動状態とすることが出来
ます。
即ち　　エアーバルブ　　全開　→　作動状態
　　　　　　〃　　　　　全閉　→　非作動状態
です。この際注意すべきことは，減揺水槽非作動時には必ず水槽に設けられている
空気管，マンホール等外部に通じる開口は総て閉鎖しておいて下さい。」（５頁１
～１３行）
　別紙図面記載の断面図(５頁下の断面図)
「６)減揺水槽の自由液面による影響は，作動時横揺中は安全側に作用しますが，船
が横揺しない状態で定常時に横傾斜をする様な時，例えば荷物が片舷側に集中した
場合には，自由液面の影響により横傾斜は増長しますので，エアーバルブを閉じて
下さい。



　７)減揺水槽の性質として急速旋回をする場合，船の傾斜角が大きくなりますので
エアーバルブを閉じて下さい。」(６頁６～１１行)
　 (ｲ)ａ　これらの記載からすると，引用例１には，両ウィングの上部を連通させ
たエアバルブ付きの空気ダクトを有するＡＲＴについて，そのＡＲＴを搭載した船
舶が急速旋回をする場合に，液体の移動による船舶の傾斜角の増大を防止するた
め，ＡＲＴのエアバルブを閉じて液体の移動を停止し，ＡＲＴを非作動とするＡＲ
Ｔの制御方法(以下「引用発明１」という。)が開示されている。
　　ｂ　引用発明１の「急速旋回をする場合」(引用例１第６頁１０，１１行)と
は，急速旋回をする前又はその直後のことである。
　 (ｳ)　引用発明１は，大型巡視船「くだか」が納入されたころ，公然知られた発
明となった。
　 イ　他の公知又は周知技術
　 (ｱ)　周知技術１
　船体運動学の分野において，船舶が旋回するときに，最初に内側に傾斜し，旋回
が進むに従って外方に傾斜すること，並びに外方傾斜の大きさには速度の高低及び
旋回半径の大小が影響すること(以下「周知技術１」という。)は，本件特許権の出
願前に，周知であった(大串雅信著「理論船舶工学（下巻）」五版(昭和４４年５月
１日発行，海文堂)２６２－２６３頁(乙２)，橋本進＝矢吹英雄共著「操船の基礎」
(昭和６３年４月２５日発行，海文堂)１２－１７頁(乙１６))。
　 (ｲ)　周知技術２
　ＡＲＴの制御方法に係る技術分野において，ＡＲＴの空気ダクトに遠隔駆動式の
バルブを取り付け，電気信号を入力しバルブの開閉判断を行うコントロール部が出
力する制御信号を基に，バルブを遠隔駆動させる開閉器機装置部を有する構成とす
る技術(以下「周知技術２」という。)は，本件特許権の出願前に，周知であった(特
公昭５８－３０１９６公報(乙１８)，特開平８－１３３１８２公報(乙１９))。
　 (ｳ)　引用例２
　平成１０年４月１日発行の社団法人日本深海技術協会会報(乙２０。以下「引用例
２」という。)には，各種の減揺システムの１つとして，舵のみを制御して船の横揺
れを抑制する舵減揺装置について記載されているが，この舵減揺装置は，「コンピ
ュータはジャイロコンパスからの船首方位信号，横揺れ角速度センサからの角速度
信号，操舵装置からの応答舵角信号等を入力し，制御演算を行って，最適な舵角指
令信号を操舵装置に出力する。」（乙２０第１７頁右欄２～６行）という構成とな
っている。
　 (ｴ) 周知技術３
　舵角の指令をポテンショメータを介して電気情報として取り入れ，舵の操作以外
の目的に利用すること(以下「周知技術３」という。)は，一般に行われていること
である。例えば，乙２１は，株式会社丁の説明であるが，運輸省電子航法研究所　
精度確認試験受験品　平成４年度受託第２号の装置は，船速(Speed－Log），舵
角(Rudder－Angle)その他の情報を取り入れ，速力試験や旋回，操舵などの各種試験
の計測，解析および成績書の作成を行うことができる。そして，この装置は，平成
８年３月に市販されている(乙２２）。
　 ウ　本件特許発明と引用発明１との一致点及び相違点
　 (ｱ)　一致点
  本件特許発明と引用発明１とを対比すると，次の３点で相違し，その余の点で一
致する。
　 (ｲ)　相違点１(遠隔操作)
　本件特許発明は，ＡＲＴのウィングタンクの上部間に設けられる遠隔駆動式のバ
ルブ等の手段を介して連通される空気ダクトを有しているのに対し，引用発明１に
は，このような構成が開示されていない(以下「相違点１」という。)。
　 (ｳ)　相違点２(利用情報)
　ＡＲＴの作動／非作動の判定に当たり，本件特許発明は，舵角指令情報と船速情
報を取り入れているのに対し，引用発明１では，どのような情報を利用しているの
か不明である(以下「相違点２」という。)。
　 (ｴ)　相違点３(自動化)
　本件特許発明では，ポテンショメ－タ等の手段で必要な舵角指令情報及び船速情
報を自動的に取り入れ，コントロール部においてこれらの内容を解読するとともに
制御信号を出力し，舵角指令情報と船速情報があらかじめ設定してある条件を満た
す場合にバルブ(１５)を強制的に閉じる制動を自動的に行っているのに対し，引用



発明１では，船舶の使用者が判断してバルブを閉じている(以下「相違点３」とい
う。)。
　 (ｵ)ａ 後記原告の主張ウ(ｲ)(相違点４(内側傾斜時))は否認する。
　　ｂ(a)　本件特許発明の構成要件Ｂの「船体が旋回中心外側方向へ傾斜を起こす
前」は，特許請求の範囲においてそれ以上の限定はないから，船舶が旋回中心内側
方向に傾斜している間をいうと限定して解釈することはできない。
　　(b)　また，引用例１のＡＲＴは自動制御の装置ではないから，操船者が，急速
旋回を始める前又は急速旋回を始めた直後に，急速旋回を行う必要があると判断し
て，エアバルブを閉じることになる。したがって，引用例１には，船体が旋回中心
外側方向へ傾斜を起こす前にエアバルブを閉じることが開示されている。
　　(c)　したがって，原告主張の相違点４(内側傾斜時)は存在しない。
　 エ　容易想到
　 (ｱ)　相違点１(遠隔操作)
　周知技術２のとおり，ＡＲＴのウィングタンクの上部間に設けられる遠隔駆動式
のバルブ等の手段を介して連通される空気ダクトを有するように構成することは，
業者が容易に想到することができたことである。
　 (ｲ)　相違点２(利用情報)
　周知技術１のとおり，旋回半径及び船速と船の旋回中の横傾斜との関係は，周知
技術であり，ＡＲＴの作動／非作動の判定に当たり，舵角指令情報と船速情報を取
り入れることは，引用発明１でも実質的には行われていたことであり，当業者が容
易に想到することができたことである。
　 (ｳ) 相違点３(自動化)
　相違点３は，人間が行っていた業務をシステム化したにすぎず，当業者であれ
ば，周知技術２及び３並びに引用例２に基づき，当業者が容易に想到することがで
きたことである。
　 オ　まとめ
　したがって，本件特許権は，進歩性(特許法２９条２項)を欠き，無効審判により
無効にされるべきものであるから，その行使は認められない。
　(2)　原告の主張
　 ア　引用例１
　 (ｱ)　被告の主張ア(ｱ)及び(ｲ)ａは不知，ｂ(引用例１の解釈)は否認する。
　引用発明１に開示されたエアーバルブの開閉装置は，手動のもので，実際に急旋
回時にこれを閉じることは不可能である。
　 (ｲ)　同(ｳ)(公知)は否認する。
　 イ　他の公知又は周知技術
　同イ(ｱ)ないし(ｴ)は不知。
　 ウ　本件特許発明と引用発明１との一致点及び相違点
　 (ｱ)　同ウ(ｱ)(一致点)は否認し，(ｲ)ないし(ｴ)(相違点)は認める。相違点は，他
にもある。
   (ｲ)ａ　本件特許発明は，船舶が旋回するときに，最初に内側に傾斜し，旋回が
進むに従って外方に傾斜するという船舶の運動中，舵角指令情報及び船速情報があ
らかじめ設定してある条件を満たした後から「船体が旋回中心外側方向へ傾斜を起
こす前に」，すなわち船舶が内側に傾斜している間に，バルブを閉じることを特徴
とするものである。
　この点は，次の本件明細書【００２７】の記載からも裏付けられる。
　「本発明を実施した船舶に於いて，急旋回をするため舵角を操舵輪を操作して操
舵ユニットへ指示をすると，
(1) 舵は少しずつ舵角を取り，船は旋回を始める。
(2) この時，船は舵圧により旋回中心内側方向へヒールをする。
(3) タンク内の液体は，少し遅れてヒールした方向へ移動する。
(4) 船が指令された舵角を取り続けると，旋回による遠心力（遠心力は旋回中心外
側方向に働く）が発生し，舵圧より勝ってくるから復原力となって，ヒールを元の
状態に戻すことになる。
(5) この間にバルブ15を閉じると，タンク内の液体は，旋回中心内側の片寄った状
態で停止する。」
  　ｂ　これに対し，引用発明１には，この点が開示されていない(以下，この相違
点を「相違点４(内側傾斜時)」という。)。
　 エ　容易想到



　同エ(ｱ)ないし(ｳ)は否認する。
　 オ　まとめ
　同オは否認する。
　７　争点(3)(間接侵害等)に関する当事者の主張
　(1)　原告の主張
　 ア　特許法１０１条３号の間接侵害
　被告装置は，本件特許発明の使用にのみ用いる物である。
　したがって，被告が業として被告装置を製造，販売する行為は，特許法１０１条
３号により，本件特許権の侵害行為とみなされる。
　 イ　特許法１０１条４号の間接侵害
　 (ｱ) 仮に，被告装置が本件特許発明の使用にのみ用いる物ではないとしても，平
成１５年１月１日以降に販売された被告装置は，本件特許発明の使用に用いる物で
あって，本件特許発明による課題の解決に不可欠なものである。
　 (ｲ) また，被告は，本件特許発明が特許されていること，及び被告装置が本件特
許発明の実施に用いられることを知っていた。
　 (ｳ) したがって，平成１５年１月１日以降，被告が業として被告装置を製造，販
売する行為は，特許法１０１条４号により，本件特許権の侵害行為とみなされる。
　 ウ　共同不法行為
　平成１４年１２月３１日以前に販売された被告装置については，被告装置を使用
している直接侵害者と被告とによる共同不法行為が成立する。
　 エ　原告の損害
　 (ｱ)　原告の逸失利益
　　ａ　被告は，平成１３年３月以降，被告装置を少なくとも４台製造，販売し
た。
　　ｂ　独占的通常実施権者であった原告は，被告の侵害行為がなければ，動揺軽
減装置１台当たり３００万円の利益を得ることができた。
　　ｃ　よって，特許法１０２条１項の類推適用により，原告が受けた損害額は，
１２００万円となる。
　 (ｲ)　弁護士費用相当の損害
　　ａ　原告は，本件訴訟を追行するため，訴訟代理人及び補佐人として本訴原告
訴訟代理人及び補佐人を選任し，同人らに対し，相当の報酬を支払うことを約束し
た。
　　ｂ　被告の行為と相当因果関係ある弁護士費用及び弁理士費用相当の損害は，
４００万円を下らない。
  (2) 被告の主張
　 ア　原告の主張ア(３号の間接侵害)は否認する。
　 イ　同イ(４号の間接侵害)は否認する。
　 ウ　同ウ(共同不法行為)は否認する。
　 エ　同エ(ｱ)(原告の逸失利益)は否認する。同(ｲ)(弁護士費用等相当の損害)のう
ちａ(支払約束)は不知，ｂ(相当因果関係)は否認する。
第３　当裁判所の判断
　１　争点(2)イ(進歩性欠如の無効理由)について
　(1)　引用発明１
　 ア　証拠(乙４)及び弁論の全趣旨によれば，被告は，平成６年，海上保安庁に対
し，ＡＲＴを搭載した大型巡視船「くだか」を納入したが，その際に交付した同年
９月２８日付け「減揺水槽取扱い説明書」(乙４。引用例１)には，前記第２，６(1)
ア(ｱ)欄のとおりの記載があること，これらの記載からすると，引用例１には，両ウ
ィングの上部を連通させたエアバルブ付きの空気ダクトを有するＡＲＴについて，
そのＡＲＴを搭載した船舶が急速旋回をする前又はその直後に，液体の移動による
船舶の傾斜角の増大を防止するため，ＡＲＴのエアバルブを閉じることによって液
体の移動を停止し，ＡＲＴを非作動とするＡＲＴの制御方法(引用発明１)が開示さ
れていることが認められる。
　 イ　実施不能の主張について
　原告は，引用発明１に開示されたエアーバルブの開閉装置は，手動のもので，実
際に急旋回時にこれを閉じることは不可能である旨主張するが，緊急事態の予想さ
れる際に，エアーバルブを開閉する担当者を配置し，無線で常時連絡する態勢を採
る等の方法により，手動でも引用発明１に開示されたエアーバルブの開閉を行うこ
とができると考えられるから，原告の上記主張は，採用することができない。



　 ウ　引用発明１の公知
　引用発明１につき，被告と海上保安庁との間で秘密保持契約が結ばれた等の事情
は認められないから，引用発明１は，大型巡視船「くだか」が納入された平成６年
９月ころ，公然知られた発明となったものと認められる。
　(2)　他の公知又は周知技術
　証拠(乙２，１６，１８～２２)によれば，他の公知又は周知技術(前記第２，
６(1)イ)が認められる。
　(3)　一致点及び相違点の認定
　本件特許発明と引用発明１との一致点及び相違点(前記第２，６(1)ウ)は，相違点
４(内側傾斜時)の有無を除き，当事者間に争いがない。
　(4)　相違点についての判断
　 ア　相違点１(遠隔操作)
  周知技術２のとおり，ＡＲＴの制御方法に係る技術分野において，バルブを遠隔
駆動することは周知の技術であったから，引用発明１の両ウィングの上部を連通さ
せたエアバルブ付きの空気ダクトを遠隔駆動式のバルブ等の手段を介して連通され
るものにすることは，当業者が適宜行うことができたことと認められる。
　 イ　相違点２(利用情報)
　周知技術１のとおり，船体運動学の分野において，船舶が旋回するときの外方傾
斜の大きさには，速度の高低及び旋回半径の大小が影響することは，周知であっ
た。このことを前提にすると，引用例１の「急速旋回をする場合，船の傾斜角が大
きくなりますのでエアーバルブを閉じて下さい。」には，急速旋回をする場合に
は，高速で旋回半径が小さいから，船の傾斜角が大きくなるので，エアーバルブを
閉じることを実質的に開示されているものと認められる。
　したがって，ＡＲＴの作動／非作動の判定に当たり，舵角指令情報と船速情報を
利用している点において，本件特許発明と引用発明１との間に実質的には相違はな
く，当業者が容易に行うことができたことと認められる。
　 ウ　相違点３(自動化)
　一般に，人が行っていた作業を自動化することは周知の課題であるから，引用発
明１において，船が急旋回行動をする場合の動作を自動化しようとすることは，当
業者が容易に着想することができたことと認められる。
　上記イのとおり，ＡＲＴの作動／非作動の判定に当たり，舵角指令情報と船速情
報を利用することは，当業者が容易に行うことができたことからすると，ＡＲＴの
制御の自動化を具体化するに当たって，舵角指令情報と船速情報を取り入れる手
段，それらの情報を解読して急旋回行動であるかを判断し，バルブを閉じるための
制御信号を出力する手段，及び制御信号を受けてバルブを実際に駆動する手段が必
要であることは当然であるから，このような手段として，情報の取入手段，コント
ロール部及び開閉機器装置部を設けることは，当業者が容易に行うことができた設
計的事項と認められる。
　そして，周知技術２及び３並びに引用例２の存在を考慮すると，本件特許発明の
ように自動化の手段を構成することに格別の困難があったものとも認められない。
　よって，引用発明１に基づき，ポテンショメ－タ等の手段で必要な舵角指令情報
等を自動的に取り入れ，コントロール部においてこれらの内容を解読するとともに
制御信号を出力し，舵角指令情報等があらかじめ設定してある条件を満たす場合に
バルブを強制的に閉じる制動を自動的に行うようにすることは，当業者が適宜行う
ことができたことと認められる。
　(5)　相違点４(内側傾斜時)の有無について
　 ア　限定解釈の可否
　 (ｱ)ａ　原告は，本件特許発明は，船舶が内側に傾斜している間にバルブを閉じ
ることを特徴とする旨主張する。
　しかしながら，本件特許発明の構成要件Ｂは，「船体が旋回中心外側方向へ傾斜
を起こす前」というものであり，特許請求の範囲にそれ以上の限定はないから，バ
ルブを閉じる時点として，船舶が旋回中心内側に傾斜する前から船舶が旋回中心内
側に傾斜した後に外側へ傾斜する直前の直立した状態までを含んでいるものと認め
られる。
　　ｂ　原告は，本件明細書の詳細な説明における【００２７】の記載を指摘す
る。確かに，【００２７】の記載は原告の主張に沿うものであるが，詳細な説明に
おける上記記載の存在を考慮しても，特許請求の範囲における記載が上記のものに
とどまる以上，本件特許発明の構成要件Ｂを原告主張のように限定して解釈するこ



とはできない。
　 (ｲ)　引用発明１が，両ウィングの上部を連通させたエアバルブ付きの空気ダク
トを有するＡＲＴについて，そのＡＲＴを搭載した船舶が急速旋回をする前又はそ
の直後に，液体の移動による船舶の傾斜角の増大を防止するため，ＡＲＴのエアバ
ルブを閉じることによって液体の移動を停止し，ＡＲＴを非作動とするＡＲＴの制
御方法であることは，前記(1)のとおりである。そして，周知技術１のとおり，船体
運動学の分野において，船舶が旋回するときに，最初に内側に傾斜し，旋回が進む
に従って外方に傾斜することが周知であったことを考慮すると，引用発明１にも，
液体の移動による船舶の傾斜角の増大を防止するため，急速旋回をする前又はその
直後に，すなわち船舶が旋回中心内側に傾斜する前から船舶が旋回中心内側に傾斜
した後に外側へ傾斜する前までの間に，エアーバルブを閉じることが開示されてい
るものと認められる。
　 (ｳ)　そうすると，本件特許発明と引用発明１とは，船舶が旋回する際，バルブ
を閉じる時点において相違はなく，原告の相違点４の主張は理由がない。
　 イ　限定解釈をした場合
  なお，本件特許発明Ｂにいう「船体が旋回中心外側方向へ傾斜を起こす前」が，
原告主張のとおり，船舶が内側に傾斜している間にバルブを閉じることを意味する
としても，船体運動学の分野において，船舶が旋回するときに，最初に内側に傾斜
し，旋回が進むに従って外方に傾斜することが周知であったこと(周知技術１)を考
慮すると，引用発明１に開示された船舶が旋回中心内側に傾斜する前から船舶が旋
回中心内側に傾斜した後に外側へ傾斜する前までの間から，船舶が旋回中心内側に
傾斜している間にバルブを閉じるものと限定することに格別の困難があったものと
認めることはできず，そのように限定することにより生ずるタンク内の液体を旋回
中心内側の偏った状態で停止したことにより外側への傾斜角度を減少させるとの効
果(本件明細書【００２７】～【００２９】)も，そのように構成することにより当
然予想される範囲のものと認められる。
　したがって，相違点４(内側傾斜時)から進歩性を主張する原告の主張は，この点
からも理由がない。
　(6)　まとめ
　したがって，本件特許権は，進歩性欠如(特許法２９条２項)の理由で無効審判に
より無効にされるべきものと認められるから，原告は，被告に対し，本件特許権を
行使することができない(特許法１０４条の３第１項)。
　２　結論
　よって，本訴請求は，その余の点について判断するまでもなく理由がないから，
主文のとおり判決する。　

　　　　東京地方裁判所民事第４０部

　　　　　　　　　　　裁判長裁判官 　　市　　　川　　　正　　　巳

　　　　　　　　　　　　　　裁判官 　　杉　　　浦　　　正　　　樹

　　　　　　　　　　　　　　裁判官　　高　　　嶋　　　　　　　卓
･
(別紙)
　　　　　　　　　　　　物　件　目　録
　別紙物件説明書及び別紙第１図ないし第３図記載の構成から成り，別紙物件説明
書記載のとおり動作する船舶の動揺軽減装置
･
(別紙)
　　　　　　　　　　　　物件説明書
　１　別紙図面の説明
　　第１図は，本件動揺軽減装置の概略図である。
　　第２図は，本件動揺軽減装置に用いられるエアバルブの模式図である。
　　第３図は，本件動揺軽減装置が船舶に搭載された状態の模式図である。



　２　符号の説明
　　　１　　　　　　動揺軽減装置
　　　２　　　　　　本　体　部
　　　３　　　　　　コントロール部
　　　４ａ，４ｂ    ウイングタンク
　　　５　　　　　　液体通路
      ６　　　　　　空気ダクト
      ７　　　　　　エアバルブ
　　　８　　　　　　液　　　体
　　　９　　　　　　船速検出装置
　　１０　　　　　　舵角指令装置（オートパイロット）
　　１０Ａ　　　　　操舵スタンド
　　１０Ｂ　　　　　操舵機制御装置
　　１１　　　　　　バ　ル　ブ
　　１２　　　　　　電　磁　弁
　　１３　　　　　　ポテンショメータ(ポテンショメータは第１図に図示されてい
ない。)
    １４　　　　　　横揺れ角検出装置
    １５            操舵装置
　３　物件の構成
　(1)　動揺軽減装置１は，本体部２及びコントロール部３から成る。
　(2)　本体部２は，２つのウイングタンク（減揺タンク）４ａ及び４ｂ，液体通路
５，空気ダクト６並びに空気ダクトに設けられたエアバルブ７を備える。
　ウイングタンク４ａ及び４ｂは，その底部において，液体通路５を介して連通可
能とされており，動揺軽減装置１の使用時には液体８が充填されている。
　また，ウイングタンク４ａ及び４ｂは，その上部において，空気ダクト６を介し
て連通可能とされており，同空気ダクト６は，エアバルブ７によって開閉可能とさ
れている。
　(3)　コントロール部３は，船速検出装置９からの船速信号と，舵角指令装置１０
からの情報を検知するポテンショメータ１３からの舵角指令信号と，横揺れ角検出
装置１４からの横揺れ角信号とを取り入れる機能を備えており，コントロール部３
は，エアバルブ７に対してその開閉を制御するための制御信号を送信することが可
能である。
　(4)　エアバルブ７は，バルブ１１及びこのバルブをシリンダを駆動することによ
り開閉する電磁弁１２を備える。

４　物件の動作
　(1)　ウイングタンク４ａ及び４ｂは，船体の両舷に設けられ，この内部の液体８
が液体通路５を介して両タンク間を左右方向に移動することにより船体の横揺れを
減少させ得る。
　(2)　バルブ１１を開閉することにより，ウイングタンク４ａ及び４ｂ内の空気の
移動を制御することが可能であり，その結果，液体８の移動を制御し，動揺軽減装
置１の作動／非作動状態を切り換えることができる。
　(3)　船速検出装置９は，潮流観測装置及びＧＰＳ等から適宜選択されて，船体の
速度を検出する。
　舵角指令装置１０は，オートパイロット装置である。
　ポテンショメータ１３は，舵角指令装置１０に設けられ，舵角指令装置１０から
出力される舵角指令情報を検知する。
　コントロール部３は，船速検出装置９からの船速信号と，ポテンショメータ１３
からの舵角指令信号と，横揺れ角検出装置１４からの横揺れ角信号を取り入れ，船
速信号と舵角指令信号と，コントロール部３で横揺れ角信号を解析算定した平均横
揺れ角とに基づいて動揺軽減装置１を非作動とするか否かの判定を行う。
　(4)　具体的には，コントロール部３は，船速信号，舵角指令信号，平均横揺れ角
の３情報に基づいて，あらかじめ設定された条件にもとづき，動揺軽減装置１を非
作動状態とするように制御する。
　コントロール部３からエアバルブ７の電磁弁１２に，バルブを閉じる旨の信号が
送られると，これを受けた電磁弁１２は，バルブ１１を閉じるべくシリンダを駆動



し，バルブ１１を閉じる。バルブ１１が閉じられることにより，動揺軽減装置１は
非作動状態になる。･

(別紙)
第１図第２図第３図図面


